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－一般社団法人日本口腔衛生学会専門医制度施行細則－ 

 

 (制定の主旨) 

第１条 一般社団法人日本口腔衛生学会専門医制度規則(以下「規則」という)の施行にあたって、規則

に定めた事項のほかは一般社団法人日本口腔衛生学会専門医制度施行細則にしたがって運営する。 

 

 (専門医認定部会) 

第２条 専門医認定部会(以下「部会」という)の委員の委嘱は、保健活動領域と臨床領域を考慮して、

また、歯科大学関係者、歯科保健行政関係者、歯科診療所関係者を考慮して行う。 

  ２．委員は専門医から選出し、部会委員の半数程度は指導医とする。 

第３条 部会は、半数以上の委員の出席で会議を開催する。 

  ２．部会の議事は、規則で定めるほかは部会長を除く出席委員の過半数で決する。可否同数のとき

は部会長の決するところによる。 

 

 (認定単位の算定) 

第４条 規則第 8条(3)に定める会員の有無及び会員歴は、会費の納入年度をもって把握する。 

第５条 規則第 8 条(4)に定める単位数の算定は、申請年度の 4 月 1 日より起算して過去 5 年間のもの

とし、以下の各号に従う。 

 (1) 歯科公衆衛生活動経験は、以下の経歴等それぞれを 5単位とする。 

 ａ．地域の行政へ委員等として 1年間活動に参画し、住民の健康と福祉に貢献した経歴を有す

る。 

 ｂ．歯科医師会等の役員、委員として 1年間地域保健に関する委員会の活動に参画し、住民の

健康と福祉に貢献した経歴を有する。 

 ｃ．学校歯科医として 1年間学校歯科保健活動に従事し、児童生徒の健康に貢献した経歴を有

する。 

 ｄ．市町村、事業所等の歯科保健活動に 1年間従事し、対象集団の健康に貢献した経歴を有す

る。 

 ｅ．保健所等歯科保健行政機関に 1 年間常勤し、住民の健康と福祉に貢献した経歴を有する。 

 ｆ．その他、地域または集団等を対象（臨床患者集団を含む）とした歯科保健活動へ継続的（概

ね 1年）に参画（助言指導を含む）した実績を有する。 

第６条 規則第 8 条(5)に定める歯科公衆衛生活動に関する経験事例は、地域または集団等に対して行

った歯科公衆衛生活動について、課題の把握・評価、対応策の企画・立案、実施、事後評価を行っ

た経験事例の内容をレポートにまとめて提出する。当該経験事例には、臨床患者集団に行った課

題把握・評価、対応策の企画・立案、介入（患者長期管理を含む）、事後評価を含む。 

第７条 規則第 8 条(6)に定める単位数の算定は、申請年度の 4 月 1 日より起算して過去 5 年間のもの

とし、以下の各号に従う。ただし、同条(5)における「研修会参加」とは本条の(1)を、「学会参加」

とは本条の(2)を指す。 

 (1) 研修会等に参加し研修を修了した者。 

 ａ．一般社団法人日本口腔衛生学会が主催する認定研修会 1研修会につき 10単位。 

 ｂ．その他部会が認定する口腔衛生学(口腔保健学)関連の学術研修会等 1研修会につき 1単

位。 

 (2) 学会会員として以下の学会に参加した者。 

 ａ．一般社団法人日本口腔衛生学会学術大会 1回 5単位。 

 ｂ．一般社団法人日本口腔衛生学会関連の学会や研究会など(旧・地方会) 1回 3単位。 

 ｃ．その他部会が認定する口腔衛生学(口腔保健学)に関連する学会 1回 3単位。 

第８条 規則第 8 条(7)に定める単位数の算定は、申請年度の 4 月 1 日より起算して過去 5 年間のもの

とし、以下の各号に従う。 

 (1) 日本歯科専門医機構（以下「機構」という）が認定する専門医共通研修 1時間 1単位 

   （ただし、1日あたり 2単位を上限とする。以下、本条において同じ。） 

 (2) 日本口腔衛生学会が実施する機構認定専門医共通研修 1時間 1単位 

 (3) その他の機構認定専門医共通研修 1時間 1単位 

第９条 規則第 8 条(8)に定める単位数の算定は、申請年度の 4 月 1 日より起算して過去 5 年間のもの

とし、以下の各号に従う。新規認定申請時には、歯科公衆衛生活動（臨床患者集団に対する者を

含む）に関する(1)(2)(3)の公表のうち 1つは筆頭著者または筆頭演者であるものを 5単位以上含

むこと。 

 (1) 研究論文、症例報告等を本学会誌あるいは部会が認定した雑誌等に公表した者。 

 ａ．筆頭著者 1論文(報告)ごとに 10単位。 
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 ｂ．他の著者 1論文(報告)ごとに 5単位。 

 (2) 部会が認定した総説(共著書の一部を分担執筆を含む)、啓発・解説書を公表した者。 

 ａ．単独執筆あるいは筆頭著者 1論文ごとに 10単位。 

 ｂ．共同執筆で筆頭著者以外の者 1論文ごとに 5単位。 

 (3) 日本学術会議協力学術研究団体において学術発表した者(含む共同報告者)。 

 ａ．一般社団法人日本口腔衛生学会(一般社団法人日本口腔衛生学会関連の学会や研究会など

(旧・地方会)を含む)における発表者 1発表ごとに 5単位。 

 ｂ．ａ以外の学会 1発表ごとに 2単位 

第 10条 規則第 8条(4)の「継続して」の規定の適用に関し、出産等やむ得ない事由により規定する要

件を満たすことが困難と部会が認めた者は、事前の申請に基づき、期限を定めて対象期間の延長

または経験期間の通算を可能とすることができる。 

  ２．前項の申請は、学会が定める様式により認定申請（更新を含む）の締切の 3か月前までに申し

出るものとする。 

 

 (申請書類) 

第 11条 認定申請書類のうち様式を定めるものは、様式に従う。 

  ２．規則第 8条(8)に該当する論文等は、別刷あるいは写しを 1部添付する。 

 

 (認定審査等) 

第 12条 規則第 10条で定める審査は、少なくとも年 1回行う。審査の期日・場所等は開催日より 30日

以上前に本人に宛てて文書で通知する。 

  ２．規則第 10条第 2項に定める試験審査は、部会の複数の委員によって行う。 

第 13条 認定の審査は、部会の委員全員で行う。 

  ２．審査の結果は、理事会に報告し承諾を得、結果決定後 30 日以内に本人に宛てて文書で通知す

る。 

第 14条 審査の結果、専門医と認められた者は、規則第 11条に定める手続きを結果決定後 3か月以内

に行う。正当な理由がなく 3か月以内に行われない場合は、認定を取り消す。 

 

 (認定にかかる費用) 

第 15条 規則第 9条、第 11条及び第 14条に定める費用は、以下の通りとする。 

 (1) 認定審査料 1回 11,000円 

 (2) 認定登録料(認定証発行を含む) 初回登録時のみ 16,000円 

 (3) 認定更新料(認定証発行を含む) 1回 16,000円 

  ２．紛失・記載事項変更等により認定証再発行を希望する場合は、認定証再発行料 2,000円を添え

て申請書とともに学会理事長あてに申し込むものとする。 

 

 (研 修) 

第 16 条 一般社団法人日本口腔衛生学会は、本施行細則第 7 条(1)a に定める一般社団法人日本口腔衛

生学会認定研修会等を少なくとも年 1回開催する。 

  ２．開催にかかる費用は、研修参加者から受講料等として徴収できる。 

 

 (その他) 

第 17条 本施行細則の改廃は、理事会にて議決し、社員総会、会員総会に報告する。 

 

附 則 

1 本施行細則は、令和 3年 5月 27日から施行する。 

2 規則の施行にあたり、規則附則第 2条に定める暫定措置は、本施行細則にも適用する。 

3  本施行細則は、令和 4年 5月 13日から施行する。 

 

 

 


